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楢葉町 8,011 7,143 3,560 2018.10.31 49.8% 2015.9.5
富岡町 15,960 13,260 458 2018.3.1 3.5% 2017.4.1
大熊町 11,505 10,533 0 － 0.0% －
双葉町 7,147 6,081 0 － 0.0% －
浪江町 21,434 18,020 495 2018.4.30 2.7% 2017.3.11
葛尾村 1,567 1,442 239 2018.5.1 16.6% 2016.6.12
飯舘村 6,509 5,880 794 2018.5.1 13.5% 2017.3.31
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２．原発避難者特例法の検証
２．１　原発避難者特例法とは？
７年におよぶ避難先での避難住民の生活を踏まえ
れば，「生活の本拠＝住所」は，避難先にあると考
えるのが通常である。現行制度に基づく手続きであ
れば，避難先自治体に住民登録し，避難指示が解除
されて帰還する段階で，再度，避難元自治体に住民
登録することになるが，今回の原発事故避難住民へ
の対応として，国は原発避難者特例法を制定した。
では，原発避難者特例法とはいかなる法律なのか。
原発避難者特例法の立案作業が始められたのは，
片山善博総務大臣（当時）が，計画的避難準備区域
に指定された福島県飯舘村を訪問した際に菅野典雄
村長との意見交換が一つの契機となっている。片山
大臣は，2011年８月２日の衆議院総務委員会で，菅
野村長の苦悩を直接聞き取った結果として「全村避
難ということで，村民のこれからの避難先での住民
として受けるべきサービスを確保するにはどうすれ
ばいいのかということと，それには住民票を移して
しまうというのがもちろん簡便な解決方法ですけれ
ども，それだとみんな一緒にいずれ帰ろうね，そう
いう思いを共有できないので，何とかこれを両立さ
せることはできないか，そう伺って，それならば二
重市民権とまではいかなくても，一・五重市民権ぐ
らいのことができないかということを二人で相談し
た結果，（中略）当初我々の方は，住所を移しても
ちゃんと避難元のところとのきずなが保てるような
ことを念頭に置いていたんですけども，そっちは従
にしてくれ，二の次にしてくれと。まず，移さなく
ても避難したところで行政サービスが受けられるよ
うに，そこをメーンにしてくれというかなり強力な
要請もあったりしまして，こちらの考え方を多少修
正する必要に迫られたりもしました」と答弁してい
る。
法案は，関係団体との意見交換会を行い，2011年
７月22日に閣議決定されて国会に提出された。衆議
院においては８月２日に修正案を，参議院において
は８月４日に可決し，８月５日の本会議で可決成立
して，８月12日に公布された。立案の趣旨としては，
①市町村の区域外に避難している避難住民に対する
適切な行政サービスの提供と②住所を移転した住民
と元の地方自治体との関係の維持という２つの課題
に対処するためのものである。
その内容としては，まず，第２条において避難住
民や住所移転者等の定義が定められている。「避難
住民」とは，原発事故を受け，警戒区域等が設定さ
れたことにより，その住所地市町村の区域外への避
難を余儀なくされた者であり，引き続き当該市町村
の住民であり住民票を移していないものを指す。「住
所移転者」とは，同じく，住所地市町村の区域外へ
の避難を余儀なくされた者であるが，避難先の市町
村に転入し，避難元市町村の住民でなくなったもの
を指す。その中でも「特定住所移転者」とは，住所
移転者のうち，引き続き避難元市町村に関心を有し，
指定市町村及び指定都道府県からの情報提供などを
受けることを希望する旨の申出をしたものを指す。
第４条では，避難住民が指定市町村への14日以内
の届出を義務づけている。そして，第５条において，
指定市町村または指定都道府県による処理が困難な
特定の事務に係る届出及び総務大臣による告示につ
いて規定している。第６条では，指定市町村・指定
都道府県が避難住民に係る避難場所等を通知するこ
とによって，第５条の規定により告示された特例事
務を避難先団体が処理することができることとする
避難住民に係る事務処理の特例を規定している。具
体的な特例事務としては，要介護認定，保育所入所，
予防接種，乳幼児健診，児童生徒の就学などである。
第９条では，避難住民に係る事務処理の特例に係
る費用負担及び国の財政措置について規定してい
る。避難先団体が処理することとされた事務に要す
る経費は，原則として避難先団体が負担することと
し，国が必要な財政上の措置を講じることにより的
確に避難先団体において事務処理が行われることを
担保するとしている。
第11条では，特定住所移転者に係る施策等につい
て規定している。住所移転者のうち，引き続き避難
元市町村に関心を有する特定住所移転者に対し，避
難状況や被災状況についての随時の情報提供や避難
元市町村との関係を維持するための施策を講ずると
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ともに，それらの施策に関して，特定住所移転者が
意見を述べることができる仕組みとして，第12条で
住所移転者協議会について規定している。
２．２　原発避難者特例法に対する先行研究
原発避難者特例法は，避難住民が指定市町村の住
民であり続けることを可能とすることを前提として
いる。国の見解として，2013年４月30日に開催さ
れた第30次地方制度調査会第32回専門小委員会に
おいて，碓井委員長が「地方自治法上の住民の要件，
住所を持っているということですが，その住所概念
は別に動いていないわけですね。そういうもとで，
避難先とはいえ，長期間そこで日常の生活を営んで
いるというときに，住所認定は永遠に避難元で続い
ていくという，今はそういう理解でよろしいでしょ
うか」との問いに対し，総務省原市町村課長は，「住
所認定は主観要素と客観要素がございまして，今，
避難元から避難先に移っていて，住民票は引き続き
避難元においてある住民の方で，住民票を移さない
方については，こういうやむを得ない状況で，今，
例えば東京なら東京，計画区域の外に避難している
けれども，自分は住所はもともとの，例えば大熊な
ら大熊にあると思っているとご判断されて，住所の
認定というのは地元の市町村が判断されますので，
大熊町なら大熊町がその住民票が大熊町になると御
判断されることについては，総務省としても差し支
えないという形で判断をしている」と答弁し，住所
の認定は市町村が判断することを前提に，避難元の
住民であり続けることを肯定している。
太田匡彦は，長期にわたることが予想される今回
の避難について指定市町村の区域外で生活しつつ
も，生活の本拠はなお指定市町村の区域内にあると
理解するには，定住の意思を重視したかなり強引な
認定が必要であるとし，原発避難者特例法が自らの
前提として導入した特例は，住民の地位を住所に係
らせるという住民の地位と住所の結合を指定市町村
の住民に対して解き，指定市町村の住民の地位を個
人の意思に依存させるものと理解すべきとしてい
る。そして，原則どおり定住の事実を重視した客観
的住所認定に基づくと指定市町村の存続が危ぶまれ
ることを考慮して，住民の地位を当該住民の意思に
依存させる（その反面として避難先市町村の住所要
件も縮減させる）特例と理解できるとしている（太
田2015：pp.28-30）。
今井照は，原発避難者特例法が既存の考え方を前
提に霞が関の机上でプランニングされたものであ
り，行政そのものが持っている限界性を政治が追認
してしまったとし，最大の欠陥として，行政サービ
スを受けるという視点にとどまっていることを指摘
している（今井2011：p.91・98）。この法律の守備
範囲が行政サービスに特化している結果として，避
難元市町村とのつながりを維持する施策として想定
されているのは，里帰り，避難先でのブロック会議
や親睦会，転出先での自治会設立・運営，文化伝承
事業などにとどまっている。また，特定住所移転者
が意見を述べることができる仕組みとして法律に明
記された住所移転者協議会は，法の公布から７年が
経過した現在，設立の実績は皆無である。
根本的な欠陥は，住民の持つ多面性を無視し，避
難生活の実態と客観的な居住の事実との乖離が明ら
かであるにも関わらず，既存の住民登録制度を頑な
に守ろうとしていることにある。そして，特例法と
いいながらいつまで特例が認められるのか明らか
にしていない。2011年８日４日の参議院総務委員会
で，片山虎之助議員が「住所を変えない場合ですよ，
それをエンドレスで４年も５年も10年も続いて，住
所は向こうにあるんですと，住んでいるのはこっち
だと，これが通るかどうかです，法的に」との質問
に対し，片山総務大臣は「ずっと続くことになりま
すと，やはりこの法律だけでは賄えない部分が出て
くると思いますので，これは今後の原発のプラント
の状況，帰還できるかどうかの見通しなどを含めて，
いずれどこかでもう一回何らかの再整理が必要だと
思います」と答弁し，その時期を明確にしていない。
　以上のように国が制定した原発避難者特例法は
様々な問題を抱えているが，その前提として，そも
そも「住民」とはいかなる概念なのか。次章では，
「住民」概念の先行研究について整理していく。
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３．「住民」概念の先行研究
３．１　住民とは？
日本国憲法において「住民」という語が使われて
いるのは，「第８章　地方自治」のみである。憲法
第93条第２項では「地方公共団体の長，その議会の
議員及び法律の定めるその他の吏員は，その地方公
共団体の住民
4 4
が，直接これを選挙する」（傍点筆者）
として住民による選挙権が明示されている。第95
条では「一の地方公共団体のみに適用される特別法
は，法律の定めるところにより，その地方公共団体
の住民
4 4
の投票においてその過半数の同意を得なけれ
ば，国会は，これを制定することができない」（傍点
筆者）として，間接民主制を基本とし，国会単独立
法の原則の例外として住民投票制度を明示し，当該
地方公共団体の住民の同意を要件としている。これ
らの他に「住民」が使われている条は存在せず，他
の条文においては「国民」あるいは「何人も」といっ
た言葉が用いられている。
地方自治法第５条第１項においては，「普通地方
公共団体の区域は，従来の区域による」として，自
治体の区域を規定したうえで，同法第10条において
「市町村の区域内に住所を有する者は，当該市町村
及びこれを包括する都道府県の住民
4 4
とする」（傍点筆
者）とし，第２項では「住民は，法律の定めるとこ
ろにより，その属する普通地方公共団体の役務の提
供をひとしく受ける権利を有し，その負担を分任す
る義務を負う」として住民の権利と義務について定
義している。「住所」を有することのみが「住民」と
認められる要件となっており，どのように「住所を
有する」ことを認定すべきかについての規定はない。
そのため，「住所」とは，民法第22条「各人の生活の
4 4 4
本拠
4 4
をその者の住所
4 4
とする」（傍点筆者）から「生活
の本拠」の意味に解されるのが一般的であり，生活
という事実によって住民となる（人見，須藤2010：
p.77）。また，住民基本台帳法第４条では「住民の住
所に関する法令の規定は，地方自治法第10条第１項
に規定する住民の住所と異なる意義の住所を定める
ものと解釈してはならない」と規定している。なお，
民法第23条第１項では，「住所が知れない場合には，
居所を住所とみなす」とし，第２項において「日本
に住所を有しない者は，その者が日本人又は外国人
のいずれであるかを問わず，日本における居所をそ
の者の住所とみなす」として，住所がないとき又は
不明のときに居所を住所とみなすとしているが，住
民基本台帳法はこの立場をとっていない（東京都市
町村戸籍住民基本台帳事務協議会ほか2005：p.26）。
３．２　地方自治制度と住民の歴史的経過
住所による住民の定義は，1911（明治44）年の
改正市制町村制に遡る。1888（明治21）年に制定
された市制町村制では，第二款　町村住民及其権利
義務　第六条で「凡町村内ニ住居ヲ占ムル者ハ総テ
其町村ノ住民
4 4
トス」（傍点筆者）「凡町村住民タル者ハ
此法律ニ従ヒ公共ノ営造物並町村有財産ヲ共有スル
ノ権利ヲ有シ及町村ノ負担ヲ分任スルノ義務ヲ有ス
ルモノトス」とし，町村内に住居を有する者を住民
とし，町村の営造物や財産を共有する権利を有する
とともに負担を分任することとされた。このような
住居地主義においては，「一人ニシテ二箇以上ノ市
町村ノ住民又ハ公民トナリ各地ニ於テ権利ヲ有シ義
務ヲ負フコトトナリ」（清水ほか2010：p.167）とし
て，居住の事実があれば複数の市町村の住民（公民）
となることが可能であった。
1911（明治44）年改正市町村制では，第二款　
町村住民及其ノ権利義務　第六条において「（市）
町村内ニ住所
4 4
ヲ有スル者ハ其ノ町村住民
4 4
トス」（傍点
筆者）とし，旧法においては（市）町村内に「住居
ヲ占ムル者」をすべて住民としていたが，新法で
は（市）町村内に「住所ヲ有スル者」をもって住民
とした。この改正について，改正市町村制釈義にお
いては「市町村内ニ住所ヲ有スル者ハ市町村住民タ
リ。本人ノ意思如何ニ拘ラス，其ノ住所ヲ有スルノ
事実ニ依リ，当然ニ其ノ市町村住民トシテ，法カ住
民ノ任務ト定メタルモノヲ負担スルノ義務ヲ負フ。
（中略）住所トハ民法ニ所謂各人ノ生活ノ本拠ノ義
タリ。即吾人カ社会ノ一員トシテ活動スルニ当リ，
其ノ活動ノ中心点タルヘキ場所ノ謂ナリ。而シテ人
ノ活動ノ中心点ハ一時ニ一箇所以上存シ得ヘカラサ
ルヲ以テ，住所ハ一アリテ二ナシ。従ツテ特定人ノ
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住所ハ，全国市町村中唯一市町村ニ存シテ二以上ノ
市町村ニ併存スルコトナク，吾人ハ全国市町村中ノ
唯一市町村ノ住民タルヲ得ヘシト雖トモ，同時ニ二
市町村以上ノ住民タルコト能ハサルナリ」（中川等
1911：p.78）として，旧法においては住居が住民の
要件であり，数個の居住地を有することがありそれ
ぞれ複数の市町村の住民であることが可能であった
が，新法においては生活の本拠たる住所が住民の要
件となり，全国市町村中唯一のものであり，同時に
２以上の市町村住民になることはできないとした。
他方で，町村制問答では，「甲乙孰れも同様生活の
本拠なるときは二ケ所に住所を有すべし」（市町村
雑誌社2010：p.11）としており，必ずしも統一され
た見解ではないことが確認できる。
1911（明治44）年改正の趣旨は，日清，日露両
戦争の遂行及び戦後における国政事務の拡大とその
執行態勢の整備の要請として，制度的にも実体的に
もその担い手である市町村の行政能力の強化を必要
とされた。また，市（町村）の執行機関の主体を改
め，同時にその権限を拡大強化し，行政機構の能率
を高めるとともに，市町村自治の範囲を限定し，地
方の末端行政に対して中央の統制を浸透せしめるこ
とに真の狙いがあった（地方自治百年史編集委員会
1993：pp.401-402）。
市制町村制については，その後もいくつかの改正
が行われるが，住民の定義が大きく変化するのは，
戦後の日本国憲法及び地方自治法の制定である。昭
和22（1947）年，日本国憲法と地方自治法が同時
に施行された。日本国憲法では前文と第1条で国民
主権を宣言し，第８章において「地方自治」が規定
された。
地方自治法における住民については，前述のとお
り住所により定義されたが，その内容は1911年改正
市町村制と同様であった。このことは，大日本帝国
憲法から日本国憲法への転換に伴い，地方自治制度
上の住民は，国家内の公法人たる市町村や都道府県
の単なる人的構成要素，地方行政の客体としての地
位から，自治権の主体たる地位に転換したが，地方
自治法の規定のなかに明示されず，旧制度下のもの
をそのまま継承したに過ぎない（佐藤2002：p.250）
ことを意味している。地方の末端行政に対して，国
家出先機関として中央の統制を浸透させるための
1911（明治44）年の改正による住民の定義が，そ
のまま現在まで引き継がれることになる。
次節では，地方自治法における住民の定義で重要
な要素となる民法の住所概念について，検証してい
く。
３．３　民法における「住所」概念の検証
３．３．１　主観説と客観説
民法における住所については，定住の事実のみで
足りるという考え方（客観説）と，これに加えて定
住の「意思」を必要とするという立場（主観説）と
が対立してきた。旧学説・判例は，主観説を採用し
ていたといわれており，現在の学説・判例は，客観
説に立つといわれている。（水本1995：p.111）。
理論的にも客観主義（客観説）が優るとし，その
理由として，①意思主義は，一見法律関係を極めて
明瞭にするようだが，定住の意思なるものは，必ず
しも常に存在するものではないから，意思を絶対的
要件とすると，住所の実質を備えるものをも住所を
認めえない恐れがあること，②定住の意思は，外部
から認めえない場合が多いから，第三者は，不慮の
損失を被るおそれもある（我妻1965：p94）ことを
あげている。
また，生活の本拠としているという客観的事実
は，原則として定住の意思の具体化されたものとみ
ることが妥当であることから，客観説も，意思を無
視するのではなく，住所の認定につき本人の意思が
補完的に考慮されることを認めている。また，住所
設定の意思を客観的に見て合理的な意思に限定すれ
ば，主観説と客観説との差異はほとんど消失すると
している（谷口・石田2002：p.336）。
３．３．２　単一説と複数説
住所が単一かそれとも複数存在するのかについて
は見解が分かれる。ドイツ民法では，第７条で「住
所は，同時に複数の場所に存在することができる」
とし，住所が複数あることを明文化している。
日本においては，民法制定以来大正末期頃までは
単一説が通説的見解であった。昭和年代に入って，
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学説は次第に複数説を提唱するようにいたり，今日
では複数説が通説である。第一次世界大戦以降，複
数説が次第に力を強めていったことが物語るよう
に，社会生活の多様性という社会経済的背景が複数
説の登場を余儀なくされたものといえる。第二次世
界大戦以後は，この傾向が顕著になり，今日では圧
倒的多数の支持を得て文字通り通説的見解となった
（水本1995：p113）。今日の重層的・多面的に複雑
な生活関係のもとでは，生活の中心は複数でありう
るのであって，問題となった法律関係につき最も深
い関係のある場所をもって住所とすべきである（谷
口・石田2002：p.338）。民法において「生活の本拠」
に関する別段の規定がない中で，複数の住所につい
ては，法律が人間生活の規範である以上，或人が事
実上多様な生活様式を採り，数個の生活圏を有する
場合は，其各生活圏の中心を住所として之に法律上
の効果を結びつけることが，寧ろ法律の使命である
としている（薬師寺1923：pp.110-111）。なお，住
所複数説は，問題となる法律関係ごとに住所を決定
すべきであって，一般的には当該問題について単一
の住所であることが多い（水本1995：p.116）とし
ているが，単一の住所しか認めないとしている訳で
はない。同一の地方自治体内に２個以上の住所は持
ちえないけれども，ある人がそれぞれ異なる自治体
に同時に住所を有し，選挙権を行使することは，複
数説からすれば，少なくとも理論的には是認される
のではないかとする一方で，住民基本台帳と結びつ
く選挙人名簿によって選挙事務が処理されている現
実のもとでは，これらの議論は観念論でしかないか
もしれないとしている（谷口・石田2002：p.342）。
以上の民法における住所概念を踏まえ，現実場面
では「住所」「住民」はどのように取り扱われている
のか。以下，５つの裁判例を基に検証し，考察を加
える。
３.４　「住所」に関する判例の検証
３．４．１　ホームレスと生活の本拠
これは，都市公園内に不法に設置されたテントを
起居の場所としている者につき，同テントの所在地
に住所を有するとはいえないとされた事例である。
一審大阪地裁（2006（平成18）年１月27日判決）
では，住所とは各人の生活の本拠，すなわちその者
の生活に最も深い一般的生活，全生活の中心を指す
ものであり，一定の場所がある者の住所であるか否
かは，客観的に生活の本拠たる実態を具備している
か否かにより決すべきものであり，本件テントは，
客観的に見て，生活に最も関係の深い一般的生活，
全生活の中心として，生活の本拠たる実体を具備し
ているものと認められるとした。そして，その者が
当該場所について占有権原を有するか否かは，客観
的事実として生活の本拠たる実体の具備とは本来無
関係であるとして請求を容認した。
二審大阪高裁（2007（平成19）年１月23日判決）
では，生活の本拠としての実体があると認められる
ためには，単に一定の場所において日常生活が営ま
れているというだけでは足りず，その形態が，健全
な社会通念に基礎付けられた住所としての定型性を
具備していることを要するとして，本件テントは，
健全な社会通念に基礎付けられた住所としての定型
性を具備しているものと評価することはできないと
して請求を棄却した。
最高裁（2008（平成20）年10月２日第一小法廷
判決）においても　社会通念上，本件テントの所在
地が客観的に生活の本拠としての実態を具備してい
るものと見ることはできないとして，原審の判断が
是認された。
３.４.２　国民健康保険第５条の住所と外国人
これは，我が国に不法に残留している外国人が国
民健康保険法第５条所定の「住所を有する者」に該
当するとされた事例である。
一審横浜地裁（2001（平成13）年１月26日判決）
では，在留資格を有しない外国人であっても，国民
健康保険法第５条所定の「住所を有する者」に該当
することがあり得るとし，これに該当すると判断し
たが，国家賠償責任は否定し，請求を棄却した。
二審東京高裁（2002（平成14）年２月６日判決）
では，不法入国者や不法残留者のように，退去強制
の対象とされている立場にある者については，その
者の我が国における過去の事実上の在留期間が相当
長期にわたり，また，それまで過ごしてきた生活の
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場所にある程度の持続性が認められるとしても，国
民健康保険法第５条所定の「住所を有する者」と認
めることはできないから，これに該当しないと判断
して，控訴を棄却した。
最高裁（2004（平成16）年１月12日第一小法廷
判決）では，国民健康保険法第５条にいう「住所を
有する者」は，市町村の区域内に継続的に生活の本
拠を有する者を言い，外国人が該当するかどうか判
断する際には，当該外国人の在留資格の有無，その
者の在留資格および在留期間が重要な考慮要素にな
るとした。また，在留資格を有しない外国人が法第
５条所定の『住所を有する者』に該当するためには，
単に市町村の区域内に居住しているという事実だけ
では足りず，当該市町村の区域内で安定した生活を
継続的に営み，将来にわたってこれを維持し続ける
蓋然性が高いと認められることが必要であり，本件
については『住所を有する者』に該当し，本処分は
違法であると判断された。ただし，過失は否定され，
原審の判断は結論において是認された。
３.４.３　学生選挙権と住所
これは，修学のために寄宿舎にて生活している学
生の選挙人名簿登録の要件としての住所は修学地に
あるとされた事例である。
一審水戸地裁（1954（昭和29）年３月18日判決）
では，住所の認定にあたっては技術的要請，立法の
趣旨に即し，それとの関連において考えるのが相当
であり，公職選挙法上の住所の所在地たるがために
は，政治的地縁関係が最も直接的な土地で，そして
選挙権の行使が最も適正に行われるべきところでな
ければならないとした。そして，市町村住民として
の生活は寮を中心として営まれており，その寮のあ
るところこそ住所にほかならないものと認めるのが
相当であるとして，請求を認容し，最高裁（1954（昭
和29）年10月10日大法廷判決）においても，同様の
判断を下した。
３．５　「住民」に関する判例の検証
３．５．１　在日外国人の地方選挙権
これは，日本国民たる住民に限り地方公共団体の
議会の議員及び長の選挙権を有する者とされた事例
であるが，地方自治における外国人の選挙権につい
て言及している。
一審大阪地裁（1993（平成５）年６月29日判決）
では，憲法第15条第１項により参政権を保障されて
いるのは「日本国籍を有する者」に限られるのであ
り，憲法第93条第２項の「住民」は日本「国民」で
あることが前提となっていることから，日本国籍を
有しない定住外国人については，地方公共団体にお
ける参政権を憲法が保障していると認めることはで
きないとして請求を棄却した。
最高裁（1995（平成７）年２月28日第三小法廷
判決）においても原審の判断が是認されたが，住民
について触れられている。憲法第93条第２項にい
う「住民」とは，地方公共団体の区域内に住所を有
する日本国民を意味するものと解するのが相当であ
り，右規定は，我が国に在留する外国人に対して，
地方公共団体の長，その議会の議員等の選挙の権利
を保障したものということはできない。このよう
に，憲法第93条第２項は，我が国に在留する外国人
に対して地方公共団体における選挙の権利を保障し
たものとはいえないが，憲法第８章の地方自治に関
する規定は，民主主義社会における地方自治の重要
性に鑑み，住民の日常生活に密接な関連を有する公
共的事務は，その地方の住民の意思に基づきその区
域の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法
上の制度として保障しようとする趣旨に出たものと
解されるから，我が国に在留する外国人のうちで永
住者等であってその居住する区域の地方公共団体と
特段に密接な関係を持つに至ったと認められるもの
について，その意思を日常生活に密接な関連を有す
る地方公共団体の公共的事務の処理に反映させるべ
く，法律をもって，地方公共団体の長，その議会の
議員等に対する選挙権を付与する措置を講ずること
は，憲法上禁止されているものではないと解するの
が相当であるとし，措置を講ずるか否かは，専ら国
の立法政策にかかわる事柄であるとした。
３．５．２ 　別荘住民の水道料金格差と平等取扱い「住
民に準ずる地位にある者」
これは，普通地方公共団体の住民に準ずる地位に
ある者による公の施設の利用について不当な差別的
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取扱いが違法と判断された事例である。
一審甲府地裁（2001（平成13）年11月23日判決）
では，本件の別荘の基本料金は，簡易水道事業の特
殊性，別荘の水道使用の特殊性に照らして，なお合
理的な範囲にあるとして，棄却した。
　二審東京高裁（2002（平成14）年10月22日判決）
では，本件別表のうち別荘に係る基本料金を定める
部分は，不当な差別的取扱いをするものとして，憲
法第14条第１項，水道法（平成13年法律100号によ
る改正前もの）第1４条第４項第４号等に違反し無
効であるとした。
最高裁（2006（平成18）年７月14日第二小法廷判
決）では，地方公共団体が設置する公の施設を利用
する者の中には，当該普通地方公共団体の住民では
ないが，その区域内に事務所，事業所，家屋敷，寮
等を有し，その普通地方公共団体に対し地方税を納
付する義務を負うものなど住民に準ずる地位にある
者が存在することは当然に想定される。そして，憲
法第14条第１項が保証する法の下の平等の原則を公
の施設の利用関係につき具体的に規定したものであ
ることを考えれば，上記のような住民に準ずる地位
にある者による公の施設の利用関係に地方自治法第
244条第３項の規定が及ばないと解するのは相当で
なく，これらの者が公の施設を利用することについ
て，当該公の施設の性質やこれらの者と普通地方公
共団体との結び付きの程度等に照らし合理的な理由
なく差別的取扱いをすることは，同項に違反すると
した。また，古田裁判官の補足意見のなかで，地方
公共団体の区域内に生活の本拠を有する者ではなく
ても，そこに固定した生活等の拠点を有し，継続的
な活動を予定している者であって，そのことの故に
当該地方公共団体における租税等を負担すべき立場
にあるようなものを，地方自治法第244条第３項６
にいう「住民」に含まれるものと考えられるとした。
３．６　住民概念の先行研究を踏まえた考察
　先行研究を整理すると，憲法では「地方自治」の
章で住民が定義されており，居住・移転の自由を保
障したうえで，地方自治法においてまず自治体の
「区域」が定義され，その「区域」に「生活の本拠」
＝「住所」を有しているものが，「住民」とみなさ
れる構図となっている。日本国内の区域は，いずれ
かの市町村に属しており，住所を有している住民
は，必ずいずれかの市町村に属することになる。住
所による住民の定義は，1911年の改正市制町村制
からであり，それ以前の1888年市制町村制では住居
を有することが住民の要件であり，居住の事実があ
れば複数の住民権が可能な制度であった。
　民法の規定における「住所」については，生活の
実質的関係に基づいて具体的に決定する実質主義を
採用し，客観的な事実に基づき判断することを前提
としながら，本人の意思は他の諸般の事情とともに
考慮すべき一要素としている。今日の複雑な生活関
係のもとでは，生活の中心は複数でありうると考え
るべきであり，問題となった法律関係につき最も深
い関係のある場所をもって住所とすべきとしてい
る。
　以上を踏まえ，原発避難者における「住民」「住
所」はどう整理できるであろうか。裁判例を検証す
ると「住所」の要件としては，①健全な社会通念に
基礎付けられた住所としての定型性，②安定した生
活を継続的に営み，将来にわたってこれを維持し続
ける蓋然性が高いことであった。客観的な居住の事
実を踏まえれば，避難元に住所があると考えるのは
困難である。そのなかで原発避難者特例法に基づき
避難元に住所を有すると判断された場合，住民登録
され，選挙人名簿にも登録されている避難元自治体
だけが，政治的地縁関係が最も直接的な土地で，そ
して選挙権の行使が最も適正に行われるべきところ
と言えるであろうか。少なくとも，避難先での生活
はそこに固定した生活等の拠点を有し，継続的な活
動を予定している者として住民に準ずる地位にある
ものと判断されるであろうし，その居住する区域の
地方公共団体と特段に密接な関係を持つに至ったと
認められる。その意思を日常生活に密接な関連を有
する地方公共団体の公共的事務の処理に反映させる
べく何らかの手立てを考慮することは，最低限必要
と思われる。
しかしながら，前述のとおり国が制定した原発避
難者特例法は，避難生活の実態と客観的な居住の事
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実に基づく住民登録の齟齬が明らかであるにも関わ
らず，既存の住民登録制度を頑なに守ろうとした制
度であった。次章では，自治体が住民を把握する仕
組みとして，住民登録制度に焦点をあて，その歴史
的経過を整理する。
４．住民登録制度の歴史的考察
４．１　戸籍法
住民を把握する制度としての身分登録制度の歴史
は古くからあったが，住民を把握する全国統一の近
代的制度として最初のものとしては，1871（明治
４）年４月４日「府藩県一般戸籍ノ法（壬申戸籍）」
である。急速な近代化を目指し，強力な中央集権国
家を作ろうとしていた明治新政府にとって，末端ま
での行政を直接に掌握することは急務であり，全国
民を直接把握する戸籍制度が必要とされた（上子
2010：pp.4-6）。統治の必要上生み出された戸籍法
を契機として，全国に対して統一的な行政を開始す
るのである（荒木田2000：p.305）。この法律におけ
る戸籍とは，本来個人の「住居の地を就って」戸を
単位として編成され，これに人の「生死出入等」を
記録するものであった。戸籍制度の本来の目的とし
たところは，人の居住実態の把握であり，戸籍に人
の生死，婚姻，縁組等の原因による人の出入が明ら
かにされることによって，同時にそれは身分登録た
る性質をも具えていた（平賀1951：p.27）。1898（明
治31）年式戸籍では，身分登録制度が採用され，戸
籍簿とは別に身分登録簿が設けられ，出生，死亡，
婚姻，離婚といった民法に関する身分事項が登録さ
れた。戸籍における「一家一籍」という原則は，国
家権力による効率的な国民の管理と監視という目的
を第一義とするものであり，現実に生活する国民の
利便や要求に配慮することを念頭に置いたものでは
ない（遠藤正敬2013：p.31）。そして，戸籍の秩序
において個人はどこまでも家の一員でしかなく，自
律的な「市民」であるよりも忠良なる「臣民」とし
て位置づけられた（遠藤正敬2013：p.304）。居住地
主義によりネーション（国民）を定義し，人民は天
皇の治める領土に帰属することによって等しく「臣
民」たりうるのであり，それを公証するのが戸籍で
あった（遠藤正敬2013：p.123）。また，人はすべて
一つの「家」に属し，一つの戸籍に入るという明治
民法の根幹をなす「一家一籍」の原則においては，
本籍を二つ以上もつことがないのも当然とされた
（遠藤正敬2013：p.196）。
　壬申戸籍は地租改正，徴兵令，学制と陸続する富
国強兵政策において人的資源を把握する基礎資料と
なるべきものであったが，地縁的結合と職業世襲か
ら個人が解放され，国家制度と産業の近代化が深化
する中で人口移動は激しくなり，戸籍の編製地であ
る「住所」に現実に居住しない者が増大した（遠藤
美奈2013：p.130）。戸籍制度は，人の自由な移動と
家族の多様化による近代の社会変動に順応しきれ
ず，国民管理装置として機能しなくなっていく。戸
籍制度による住民の居住の実態を把握するという任
務を断念し，この任務を寄留制度にゆずることにな
る。
４．２　寄留法
　「寄留制度」は人民の居住動態を把握することで，
戸籍の管理機能を補完するものとして実施された。
当初は，戸籍法を補完するものとして，1886（明
治19）年内務省令19号及び22号により制度化され
た。「寄留」とは，本籍以外の地に一定期間住居を
有することを意味する。1914（大正３）年３月の
戸籍法改正に合わせ，身分登録制度が廃止されると
ともに，本籍と住所の不一致に対処するべく寄留法
が公布され，90日以上，本籍以外の一定の場所に居
住の目的をもって定めたる住所または居所を有する
者を「寄留者」とし，寄留簿に登録するものとした。
　本籍以外のある場所に住所を有する者，更に他の
場所に居所を有する場合があるとして，この場合，
寄留者は住所における寄留と居所における寄留を併
せ有するとしている。そして，居所寄留は同時に二
箇以上の場所になすことはできないとし，住所寄留
は各人の生活の本拠たる場所に寄留することであっ
て，居所寄留とは生活の中心地として定めたる場所
以外の場所にして現在居住する場所に寄留すること
をいうとしている（中川1938：pp.401-402）。一定
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の場所における生活を住所とするか居所とするか
は，本人の意思によって定まるとしているが，生活
の本拠と認められる場所に自ら居所と判断しても住
所と見做され，市町村住民としての義務を負う（柳
沢1915：p.5）。また，居所寄留として長年にわたり
居住しても公民権を有することにならないが，生活
の本拠と認められる場合は市町村住民としての義務
を負うとされた（柳沢1915：p.12）。
　寄留制度は，居住関係の変動を把握することが主
な目的であったが，住所及び居所双方を把握し，か
つ寄留事務と戸籍事務とを相互に連絡させる制度枠
組みのため，両事務は煩雑化した。そのうえ寄留届
は必ずしも励行されず，本来の使命を果たすことが
できなかった。寄留簿は，印鑑証明及び学齢児童の
就学に係る事務や調整事務に用いられてはいたもの
の，住民の居住実態とはかい離していた。これを補
うものとして，1940（昭和15）頃から主食配給の
ために市町村によって作成され始めた世帯台帳が，
法的根拠のない任意の申出による登録ながら，居
住者登録としての役割を果たした（遠藤美奈2013：
p.130）。しかしながら，世帯台帳は，住民を把握す
るための基礎資料として配給の事務だけでなく，選
挙，教育，徴税，衛生，統計，生活保護，住民の居
住関係の証明等，各種行政事務の処理に利用してい
たのが実情であったが，本人の申告だけを基礎とし
ており，市町村の公簿として行政の基礎資料とする
には不完全なものであった７。また，これらの台帳
は別個に管理されていたため，このような個別の住
民の居住関係の記録を統一し，市町村の区域内に住
所を有する者の全部を登録する制度として，住民登
録制度が創設された。
４．３　住民登録法
　住民登録法は，市町村においてその住民を登録す
ることによって，住民の居住関係を公証し，その日
常生活の利便を図るとともに，常時人口の状況を明
らかにし，各種行政事務の適正で簡易な処理に資す
ることを目的としている。市町村が，その区域内に
住所を有する者のすべてについて世帯を単位として
「住民票」を作製し，氏名・出生の年月日・男女の
別・世帯主との続柄・戸籍の表示及び住所等の事項
を，届出または職権により記載する。戸籍との関連
については，新たに「戸籍の附票」を設け，本籍を
有する市町村において，住所地市町村からの通知等
に基づいて，戸籍の表示のほかに氏名・住所等を記
載するものとしている。
　住民登録法は，1951（昭和26）年６月８日に法
律第218号として公布された。住民登録法は，世帯
台帳による市町村住民の登録制度とその実質を同じ
くしている（平賀1951：pp.25-26）。市町村の行政
は具体的に住民を把握することなくしては不可能で
あり，市町村は現に住民把握の手段として寄留制度
と世帯台帳の制度とを持っているが，同一の目的の
ために二つの制度を維持する必要はなく，両制度の
それぞれの短を捨て長を取った両者の統合として立
案されたものである（平賀1951：pp.28-29）。本籍
以外の地に90日以上住居を有する者を登録の要件
としていた寄留法に対し，住民登録はその登録の対
象となる人の範囲の点において寄留とは趣を異にし
ており，戸籍制度の補充としての意義しかもたな
かった従来の寄留制度を，戸籍制度と並行する独立
した制度としたところに意義があるとしている（東
京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会ほか2005：
p.6）。民事法務総務室主幹，平賀健太は，浮動的な
居所を断念して比較的安定性の多い住所だけを登録
の基礎とした点において，寄留より一歩進めている
としているが，住所といえども恒常的なものではな
く，人口移動の激しい中で，個人の住所を把握しよ
うとする住民登録の目的自体が不可能事を目指すも
のではないかとしている。そして，住所の把握が実
際上不可能であるとすれば，市町村の各種行政事務
の処理方法について根本的な変革を加えなければな
らないことに言及している（平賀1951：pp.27-29）。
　実際の運用では，住民票の謄抄本の発行による居
住関係の公証という面に重点がおかれ，市町村にお
ける住民たる地位に関する各種の台帳制度や届出制
度を統合化することはできておらず，選挙や年金等
における住所は，依然としてそれぞれの法令ごとに
バラバラで，それぞれに届出義務が課せられてい
た。これらの各種制度の相互の連携のためのシステ
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ムは設けられておらず，煩雑で，住民の利便性の増
進という見地や行政の近代化，能率化の見地からも
改善しなければならないという要請が生まれてき
た（東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会ほか
2005：p.6）。
４．４　住民基本台帳法
　市町村の行う行政は，社会の進歩発展により分
化，専門化するとともに，住民を対象とする行政も，
選挙，税，国民健康保険，教育，衛生等それぞれの
行政分野で事務処理の方法について改善，合理化等
が検討されてきた。1964（昭和39）年，内閣総理
大臣の諮問機関として，市町村における住民台帳制
度を合理化するための基本的事項を調査・審議する
ことを目的とした「住民台帳制度合理化調査会」が
設けられ，諮問を受けて，1966（昭和41）年３月，
「住民台帳制度の合理化に関する答申」を決定し，
提出した。
　答申では，①個々の行政ごとに届出の事務処理を
しなければならないことは，事務処理の煩雑や取扱
いの不統一，住民の届出の正確性などにより同一事
項についても，その内容に齟齬が生ずる原因となっ
ている，②個々の行政ごとに多数の台帳を作成する
ことは，事務処理を煩雑にしているだけでなく，一
元的な住民の把握を妨げている，③市町村側におけ
る台帳整理の面においても，各種の台帳間の統一を
確保するための調整が行われていない，等の指摘が
行われるとともに，「新しい住民台帳制度について，
窓口事務の改善を図り，国民に便利な行政を推進す
ることは，今日国民から広く待望されているところ
であり，住民台帳制度はこのような要望に応えるも
のでなければならず，同時に市町村にとっても能率
的，合理的であって，その市町村の実態に即した弾
力的な行政運営できるものでなければならない」と
指摘された。
　この答申を受けて，住民基本台帳法が立案され
た。この法律は，1967（昭和42）年第55回特別国
会において成立し，同年７月25日公布，大部分の規
定は同年11月10日から施行され，住民基本台帳制度
が創設をみるに至った。住民基本台帳制度では，「市
町村が住民を対象とする行政を適切に行い，住民の
正しい権利の行使を保証するため」として，「市町
村において住民の居住関係の公証，選挙人名簿の登
録，その他の住民に関する事務の処理の基礎とする
とともに，住民の住所に関する届け出等の簡素化を
はかるため，住民に関する記録を正確かつ統一的に
行う」としている８。
　その後，情報化社会の進展に伴う国民のプライバ
シー保護や戸籍事務の電算化，住民基本台帳ネット
ワークシステムの構築，住民票を有するすべての住
民に個人番号を付与するマイナンバー制度の導入な
どによる幾多の改正を経て，現在に至る。
５．結語
　このように，住民登録の歴史を振り返ってみると，
①明治政府による強力な中央集権国家を作るために
末端までの人を把握することが必要とされた，②人
の把握の手段として居住地主義を採用し，天皇の治
める領土に帰属する「戸」を単位とする戸籍法を制
定した，③近代化が進む中で人口移動が激化し，居
住実態が把握できず，その任務を寄留制度にゆずっ
た，④人の居住実態から住所と居所を把握する寄留
制度が創設されたが，事務の煩雑化や実用性の観点
から本来の使命を果たすことができなかった，⑤居
所の把握を断念し，配給制度実施の必要から市町村
において世帯別に登録していた世帯台帳を踏まえ，
住所に特化した住民登録制度を創設した，⑥更なる
行政事務の効率化を図るため住民基本台帳を行政
サービスの基礎とした，⑦すべての住民に個人番号
を付与し管理するマイナンバー制度が施行された，
という流れに整理できる。戸籍制度による人の居住
実態の把握は，人口移動の激化により断念し，住所
と居所を把握する寄留制度にその役割を譲ったが，
市町村の行政事務に利用されたのは，配給制度にお
ける平等な資源配分の基礎資料とされた法的根拠の
ない世帯台帳であった。居住実態の把握を目的とし
た寄留制度は実質的に機能せず，配給という住民生
活に直結する行政サービスの提供のために「行政客
体の正確な把握」が必要とされたのである。それが
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「住所」による住民登録制度へとつながり，その後，
行政サービスだけでなく，様々な住民の権利と結び
つく制度が構築されることになる。戦後改革により
住民が自治権の主体たる地位に転換したにも関わら
ず，憲法，地方自治法及び住民基本台帳法において
も住民の根拠となる「住所」について明確に規定さ
れず，民法の規定による「生活の本拠」が根拠とさ
れた。他方で，民法においては，今日の複雑な生活
関係のもとでは生活の中心が複数あるとする「住所
複数説」が通説となっている。つまり，住民登録制
度における生活の本拠として１つに限る「住所」と
はフィクションであり，住民を把握する制度的な工
夫に過ぎない。その根底にあるのは，住民をあくま
で行政客体として捉え，国民管理と行政事務のため
に都合のよい「住所」による「住民」の把握である。
その流れは，現在においても引き継がれ，避難者の
生活を守るために緊急的に避難先での行政サービス
を確保する必要性があったとしても，原発事故から
７年を超える超長期的避難に対し，国が制度化した
原発避難者特例法は，避難住民の生活実態から住民
としての権利を守るものではなく，住民を行政サー
ビスの客体（対象）と捉える制度の延長線であった。
制度立案のきっかけとなった「二重市民権」は忘れ
去られ，行政サービスの提供に置き換えられた。避
難住民は「いずれ帰る，帰りたい９」と断定し，帰
還が前提となっているが，現実は避難指示が解除さ
れた自治体の帰還率をみれば明白である。
　原発事故は，あくまで事故であり，明確に加害者
が存在する。国策として原発政策を進めてきた国
は，避難住民の生活実態に寄り添った制度構築が求
められる。そして，避難住民が，避難元自治体との
絆を保ちながら，長期的に避難先自治体で生活する
ことを保障する責務がある。その結果として，避難
元自治体と避難先自治体の両方に居住することもあ
り得る。富岡町から東京都へ避難している，とみ
おか子ども未来ネットワーク理事長の市村高志は，
「避難先でも富岡町民でありたい。『二重の住民登
録』を聞いたとき，感情と実生活の一部がつながる
安堵感を感じた」と話している10。また，楢葉町か
ら会津へ避難し，生活している住民の一人は，「今
の自分の気持ちとしては，会津が主で楢葉が従。い
つまでも悩んでばかりいられない。会津で生計を立
てていくつもり。でも，いくらかでも楢葉に残して
おかないと，と思う。お墓もあるし，農地もある。
息子，娘に楢葉の思いを伝えたい。まるっきり切る
ことはできない。故郷を２つ持つ可能性はあると思
う」と話し11，苦悩の中から自らの生活を懸命に見
出そうとする思いが確認できる。
原発事故からの自治体の復興にあたり求められる
べきものは，行政主導ではなく，住民主体の地域社
会を復活させることである。しかしながら，現実
には行政主導による復興政策が推進され12，避難住
民の住民としての権利がないがしろにされている。
「行政サービスが受けられれば」とする原発避難者
特例法の考えは，正に住民を対象としてしか捉えて
いないことを明らかにしている。住民の権利とは，
対象であり続けることを拒否し，みずからの主体性
を回復し，居住をこそ人間行動の中心に位置づける
ことである（高木1981：p.197）。ここでの住民の権
利は，住む権利であり，住むために必要なものを求
める権利であり，これを政治，行政に求める権利で
ある。行政サービスは一方的に与えられるものでは
なく，与えられる行政サービスをコントロールする
権利も付与されるべきである。
　原発事故避難自治体における避難住民の居住実態
と住民登録の齟齬は，既存の住民登録制度の限界を
意味している。そのなかで既存の住民登録制度に基
づく住民概念を頑なに守る必要があるのだろうか。
従来からの住民概念を拡大する動きとして，住民投
票条例で町内に住所を有する町民に限らず，町外か
ら通う在勤，在学者に投票資格を与えることや通
勤・通学者とともに出身者，ふるさと納税をした町
外在住者に「第２の住民票（ふるさと住民票）」を
発行する事例もみられる13。多元的な住民による自
治を構想すれば，地域社会を維持していくため，住
民が必ずしも１か所の住所にとどまる必要はない。
例えば，二地域居住を制度化し，それぞれの地域で
住民としての権利の行使と義務の負担を保証するこ
とも考えられる。二地域居住は，今後起こりうる可
能性のある大規模災害への備えとして，事前に避難
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先を準備しておくことにもつながる。地域社会を維
持する必要性は，原発避難自治体に限らず，多くの
人口減少自治体にもあてはまる。いわば，原発事故
は人口減少が進む自治体の時間軸を一気に数十年進
めたとも考えられる。
　今後，避難指示解除からの時間の経過とともに，
原発事故の収束に向けて避難住民の決断が強制され
ることになるであろう。他方で，様々な理由により
帰還しない（できない）住民の存在を忘れてはなら
ない。避難先で主に生活していても，定期的に避難
元の自宅へ帰ることもあり得るし，避難元自治体と
の絆が切れる訳ではない。それぞれに居住し，日常
生活においてそれぞれの自治体と密接な関係を築く
ことは当然にあり得る。住民の居住実態を多元的に
捉えれば，人的移動を政策的に促すことにより，多
様な主体が地域社会と関わりながら維持していくこ
とも可能である。その前提として，住民の「住む」
権利を踏まえ，住民が自治の主体として地域社会に
関わることを制度的に保証されなければならない。
統治される対象としての「住民」から，自治の主体
としての「住民」への転換を図ることが，多重市民
権による避難住民の権利保障や今後のあるべき地域
社会の創造に向けたきっかけと考えられるのではな
いだろうか。
注
１　ただし，居住地と住民登録地が一致していない事例
は，単身赴任者や学生など現実には数多く存在する。
２　例えば，今井照・自治体政策研究会編著（2016）『福
島インサイドストーリー』公人の友社　参照
３　福島復興ステーションHP　県外への避難者の状
況（ http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/ps-kengai-
hinansyasu.html）
４　各自治体のHPより筆者作成（居住人口には転入者含
む）
５　2013年４月30日　第30次地方制度調査会　第32回専
門小委員会における原市町村課長の答弁
６　地方自治法第244条第３項：普通地方公共団体は，住
民が公の施設を利用することについて，不当な差別的取
扱いをしてはならない。
７　1951（昭和26）年３月27日　衆議院法務委員会にお
ける鍛冶委員の住民登録法案提案理由の説明。
８　1967（昭和42）年５月18日参議院地方行政委員会
９　2011年８月２日衆議院総務委員会での片山大臣の発言
10　2016年12月８日福島市で開催された自治体政策研究
会での発言
11　2016年５月31日に筆者が実施したヒアリング調査より
12　例えば，富岡町における復興計画策定過程について，
金井利之・今井照編著（2016）『原発被災地の復興シナ
リオ・プランニング』公人の友社　参照
13　朝日新聞2017年６月26日「町政参加，町外の人も　
通勤の人に住民投票権や「第２の住民票」」
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